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成長に向けた取り組みが失敗する理由はさまざまだ。戦略が誤って
いることもあれば、実行が不十分なこともある。しかし、もっとも多い
のは、企業の上層部の支持が得られていないか、人材や組織能力の配備
がうまくいっていない、あるいは組織構造と企業カルチャーが新たな
取り組みに適応できるよう調整されていないなど、人材や組織に問題
があるケースだ。

英国の企業経営者で複数の企業再生（ターンアラウンド）を成功させ
てきたアーチー・ノーマン氏はかつて「すべての経営破綻の背後には組
織の失敗がある」と語ったが、成長プロジェクトの失敗にも同じことが
言える。

成功する成長プロジェクトは、組織と人材に関する5つの原則を柱と
して推進されている。いずれも、戦略の欠陥や、実行の稚拙さを補うも
のではないが、どれほど優れた成長プランも、これらを欠くかぎり根づ
くことも実を結ぶこともない。

リーダーシップ： 成長はここから始まる

成長により、既存のビジネスモデルやリソース配分の見直しを迫ら
れることは少なくない。このため成長プロジェクトは、経営トップ層
が目に見える形で積極的に支持しない限り、より大規模な既存事業の
抵抗によって潰されかねない。経営トップ層は成長プロジェクトに対
して、社内のパワーバランスに影響しないタイプの変革に使うよりも
多くの時間と努力を費やさなければならないことが多い。

成長戦略を構築したら、CEOがまずやるべきことのひとつは、経営陣
全員が確実にプロジェクトを支持し、長期的な成功に向けて尽力する
ように促すことだ。一筋縄ではいかない。幹部のなかには脅威を感じ

成長のための組織づくり

《日本の読者の皆様へ》

事業ロジックや戦略よりも人や組織の側面を重視する経営者がこれ
ほど多いにも関わらず、人材不足や組織の機能不全が要因で新規事業
に失敗する日本企業がなぜこれほどまでに多いのでしょうか。
もちろん人の流動性の不足や保守的な企業文化といった日本特有の 
問題はありますが、それ以上に、成長を実現するために組織・人材に 
ついて何を考えておくべきで、何が打ち手となるのかが、経営者、ある
いは事業リーダーの方々の頭の中で整理できていないことが問題の 
ようです。本稿では、成長のための組織づくりという多くの日本企業
にとっての最大の課題について、カギとなるポイントに絞り込んで、 
5つの原則として論じています。
新しいことを始めるためには、フォーカスを決めてやり切ることが
最善策です。たくさんのことに手をつけるよりも、まずはここで挙げ
た5つの原則について読者の皆さんなりの取り組みを設定することを
事業成長実現の最初の一歩として頂ければ幸いです。

パートナー&マネージング・ディレクター
西谷　洋介
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経営チームは、変革と成長、刷新の実現に尽力するタスクフォースな
どの活動を統括した。チーフ・デジタル・オフィサー、チーフ・マーケ
ティング・オフィサーという2つのポジションを新設するとともに社外
から数名の幹部を起用し、成長戦略の推進に必要なトップ層の組織能
力をさらに強固なものとした。

組織能力と人材： 成長の起爆剤

成長を創出するには、たいていの場合新たな組織能力や個人のスキ
ルが必要となる。デジタルやビッグデータに関する組織能力など、技
術面・機能面でのスキルが必要なこともある。また、新たなタイプの
リーダーが求められることもあるだろう。たとえば、新興市場に機会
を見出しているなら、新興市場の経験がある人材、もしくは中核事業を
担う人材よりも適応力と機動力、起業家精神に秀でた経営幹部が必要
かもしれない。同様に、メーカーがサービス事業に参入する際には、
サービス事業のダイナミクスを熟知した幹部が営業部門に必要となる
かもしれない。

最後に、成長のためのアジェンダにはほぼ必ず、部門をまたいだ協働
体制と、これまでとは根本的に異なる仕事の進め方が必要になる。コ
スト削減であれば、部門内で新たな組織能力なしで達成できることが
多いが、同じやり方は成長には通用しない。

ヨーロッパのあるテレビ局は、先ごろ立案した成長戦略には新たな
組織能力の獲得が不可欠だと認識していた。その戦略は、同社が制作
するコンテンツの活用方法の開拓に重点を置くもので、実行には3つの
新たな組織能力に加え、制作部門と経営幹部の緊密な協働が必要だっ
た。3つの組織能力の1つ目は、新たな収入源を発掘して活用するため
に、制作現場で商業的価値を見抜く能力を強化することだった。第2
に、将来的に主な成長の源泉となる海外市場にアピールするコンテン
ツの制作経験を持つ人材が必要だった。そして第3に、クリエイティブ
とビジネスの両面を管理できる幹部が必要だった。それまで幹部は経
営面の手腕よりもクリエイティブ面の判断力に基づいて起用されてい
たのだ。

る者や、CEOほどの危機感を感じていない者もいるだろう。だがCEO
がそうした幹部を説得できなければ、成長プロジェクトはほぼ間違い
なく失敗する。

経営陣の構成にも新たな方向性を反映させる必要がある。幹部全員
が既存事業部門の出身である限り、新たな成長プロジェクトは従業員
の目には一時の気まぐれにしか映らない。同時に、経営会議や取締役
会では、成長に焦点を合わせた議論を行うべきだ。トップが変わらな
い限り、組織全体も変わる必要はないと判断することになるだろう。

リーダーは、新たな成長プロジェクトについて明確かつ継続的に、一
貫性をもったコミュニケーションを行う必要がある。行く手を阻む課
題を率直に認めるのと同時に、プロジェクトの成功を祝い、その成功を
導いたリーダーを称賛すべきだ。

ただし、語ったり祝ったりするだけでは十分ではない。最終的な評
価は、リーダーが何をして、成長を阻む社内の障害をどれほど巧みに取
り除き、成長プロジェクトのリーダーとして誰を登用するかがポイン
トとなる。

米国のメディア企業、ガネットのCEOであるグラシア・マルトーレ
氏は経営チームとともに中期的な成長プロジェクトを進めるにあたっ
て、この原則に忠実に従った。同社は自律的成長に加え、一連のM&A
と会社分割により、事業ポートフォリオを再編した。この戦略的事業
再編の最大の山場は、急成長するデジタル事業・放送事業部門からUSA
トゥデーを含む出版部門を切り離して分社化すると発表した2014年8
月だった。こうした施策が功を奏して、2012年2月に成長戦略を発表
してから2年半で、同社の時価総額は2倍以上に上昇した。

分社化された企業群のリーダーとなった経営チームのメンバーは、
この取り組みを全面的に支持しなければならないことを理解してい
た。そうでなければ、指揮下にある100もの事業部門がガネットの新た
な方向性を受け入れることなど望めなかっただろう。 
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ば、どちらの意思決定も妥当であり、結果的に成功した。

既存の事業部門と機能部門全体で協働を促進するプロセスは、新し
い成長プロジェクトを組織のどこで推進するかに関わらず、全ての企
業に必要である。こうした協働の促進に有用なのが、社内フォーラム
や委員会、部門横断型チームだ。こうしたグループの会議では、組織全
体から代表が集まって進捗状況を議論し、目標を再設定し、進路を修正
する。また、チームが成功を祝い、結束を固め、共通の目標を見出す機
会にもするべきである。そしてもちろん、反対意見を述べ、トレードオ
フの判断を行う場にもなる。

よくあるのは、このような場が、効果的なチームビルディングの舞台
ではなく、勝者と敗者を分けるコンテストの場と見なされることだ。
よって経営幹部は、適切なメンバーが、十分な情報と強い意欲を持って 
効果的に協働し、成果を出すようにしなければならない。優れた仕組
みの設計が、成長プロジェクトの成否の分かれ目になることもある 
のだ。

スペインのエネルギー企業、ガスナトゥラルは、2008年、競合するウ
ニオン・フェノーサの買収に合意した時、説明責任を明確化し、協働体
制を確実にする仕組みを整備した。新たに誕生したガスナトゥラル・
フェノーサは、重複する役割を廃止し、機能部門と事業部門がどう一緒
に働くかを明確にすることで、リーン（筋肉質）で効果的な本社部門を
つくり上げた。成長目標の設定と、成長を持続するためのモニタリン
グ・管理をする役割は経営企画部門が担うこととなった。

このように協調と役割の明確化に重点を置いたことが実を結び、ガス
ナトゥラル・フェノーサの売上は2009～2013年に年平均14%成長した。

企業カルチャー： ニューノーマルをつくる

カルチャーとは「その組織で物事を進めるスタイルや慣行」である。
カルチャーが成長の取り組みを加速させることも、失速させることも
ありえる。既存の企業カルチャーと目標とするカルチャーの間に乖離
があることは珍しくない。

この成長戦略には、新たな組織構造と企業カルチャーの変革もまた
必要だったが、新たな組織能力がなければ、戦略は行き詰まっていただ
ろう。この企業は前述の課題に対応し、売上と従業員の意欲、株主価値
を大幅に向上させるのに成功した。

組織構造： 新規事業を育成する体制

新たな成長戦略を策定したら、戦略に合わせて組織構造についても重
要な意思決定をしなければならないが、そのことに十分に注意を払わな
い企業が多い。もっとも根本的な問いは、その取り組みが既存の事業構
造の枠組みにおさまるのか、独立した事業として運営すべきなのか、他
の新たなベンチャーと組み合わせるべきなのかということだ。これは
容易に決められることではない。答えを導き出す公式はなく、状況次第
で変わってくる。

ただし、いくつかの基本的な原則はある。成長プロジェクトが既存
の中核事業の枠におさまらない場合や中核事業の価値を毀損する可能
性がある場合は、組織を分離するのが妥当だ。そうすれば、新しい事業
は事業の特性に適した人材やインセンティブ、スピードで事業機会に
挑める。逆に成長プロジェクトが中核事業と密に関連している場合や、
中核事業を支える性質のものか、少なくとも脅威にはならない場合は、
中核事業の組織・オペレーションモデルの枠内で新規事業を推進する
のがふさわしい。

航空会社と小売企業が、まったく異なる戦略と組織的アプローチで
それぞれのe-コマース事業を成功させた次の例は、この2つのモデルを
うまく適用した好例といえる。

破壊的な変革や新たな組織能力の統合に不慣れだった航空会社は、
主力事業に圧迫されずにすむように、独立したe-コマース部門を創設
した。一方、複数のチャネルや店舗フォーマットでの販売に慣れてい
た小売企業は、顧客にリアル店舗とe-コマースとのシームレスなサー
ビスを提供したいと考えた。同社はチェンジ・マネジメントやビジネ
スモデルの進化においても、すでに豊富な実績があったため、新しいe-
コマース戦略を中核事業に組み込むことにした。組織の状況を考えれ
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変革のモニタリングにあたっては、経営幹部は変革の成否を左右する
現場からもフィードバックを受け取れるようにして、進捗を追跡調整
すべきだ。私たちはこのようなプロセスをカスケーディング（滝のよ
うに連続した）変革と呼んでいる。

組織が変革を実現するには、ハードとソフトの両面の戦略が必要だ。
ハード面では、個人の説明責任と評価基準を明確に定めて、目標実現に
必要なツールと権限を与える。重要な節目ごとに進捗を把握し、スケ
ジュールから遅れる危険性を感知して対策を講じる。その一方で、主
なステークホルダーと意思疎通を図り、彼らを巻き込み、混乱期にも常
に信頼と支持が得られるようにする。 

このような厳格な計画と実行が、成長戦略の成功率を高める。

•			•			•

成長のための組織づくりは困難な仕事だ。リーダーはまず、組織や
人材の課題を考慮しない成長戦略は絵に描いた餅に過ぎないことを認
識すべきである。その上で組織的な土台を整備して、成長が開花の時
を迎えられるようにする必要があるのだ。

Nick South
BCGロンドン・オフィス パートナー&マネージング・ディレクター

Eddy Tamboto
BCGジャカルタ・オフィス パートナー&マネージング・ディレクター

Grant Freeland
BCGボストン・オフィス シニア・パートナー&マネージング・ディレクター　
ピープル＆オーガニゼーション・プラクティスのグローバル・リーダー

リーダーは自社のカルチャーの確立と望ましい行動の促進、適切な
人材の採用と昇格において、大きな役割を担っている。業績、報酬、昇
進、罰則に関する方針も、企業カルチャーに影響する。たとえば、企業
に既存のインセンティブ構造を見直す意思がなければ、望ましい人材
を引き寄せたり、起業家的な行動を奨励したりするのに苦労すること
になる。さらに、新しいやり方を既存の慣行になじませることも必要
だ。組織設計、特に意思決定権の配分と、協働を促す仕組みの確立もま
た、企業カルチャーに影響を与える。

行動やカルチャーは後付けになることが多いが、そうあるべきでは
ない。めざす企業カルチャーを確実に築くプロセスを開発すれば、財
務目標の達成も容易になるのだ。 

グローバルに展開するある保険会社は、大規模な構造改革を進める
なかで自社のカルチャーが成長の障害になっていることに気づいた。
幹部の協働がうまくいっておらず、組織全体の責任感と信頼感も希薄
だった。そこで同社は、規律と戦略にのっとった協調的な行動を促すこ
とに重点を置いて、リーダー向けに新たなインセンティブを設定した。
また、1,000人以上の従業員の「ロールチャーター（職務明細書）」を作
成した。これは、従業員が上司と共同で作成する文書で、自身が果たす
べき役割と求められる協働の内容を詳しく書き記したものだ。この新
たな行動要件は、組織をフラット化する取り組みのなかで導入された。
組織のフラット化では各階層のマネジャーが、自身の統括する組織の
階層と役割を決め、意思決定権を割り当てた。このプロセスは、従業員
のコミットメントを生み出し、障壁を崩し、役割と責任を明確にするの 
に役立った。この保険会社の株価は変革を発表してから1年で50% 
上昇した。

チェンジ・マネジメント： 一致団結する

チェンジ・マネジメントは、企業がいくつもの成長への取り組みを結
び付け、大きな成果を生み出すのに役立つ組織能力だ。私たちの経験
では、チェンジ・マネジメントがもっとも効果を発揮するのは、経営幹
部が変革のゴールとそのための施策の内容に合意して、全社にわたり
組織の階層ごとに順次かみ砕いて一貫したメッセージを伝える時だ。




